開発行為に伴う公共公益施設にかかる維持管理協定書

（目的）

第１条　この協定は開発行為で築造及び設置される公共公益施設の帰属及び維持管理について、地域住民が公共公益施設の利活用を行い、併せて施設の良好な機能を保持しつつ快適で安心した生活環境の維持創出が図れるよう開発事業者と自治会及び市との三者の間で義務負担及び維持管理区分を明確にするため本協定を締結することを目的とする。

（開発行為の内容）

第２条  本協定にかかる開発行為の内容は次のとおりである。

   (1)  開発の区域　　丹波篠山市        字                  番地

   (2)  開発の面積    　  　       ㎡

   (3)  開発の目的

（本協定で扱う公共公益施設の種類）

第３条  開発区域内で築造、又は設置されたもので、本協定に該当する公共公益施設は次のとおりとする。

(1)  公園  １５０㎡以上の面積を有する公園（緑地公園含む）。

(2)  公園施設　園路及び広場、植栽、花壇、噴水その他の修景施設、休憩所、ベンチその他の休養施設、ぶらんこ、すべり台、砂場その他の遊戯施設、駐車場、便所その他の便益施設、門、柵その他の管理施設、その他公園の効用を全うする施設。

(3)　消防施設  消火栓、防火水槽、（いずれも格納箱含む）。

(4)  清掃施設等  ゴミステ-ションと付属施設。

(5)  防犯灯

（公共公益施設用地の帰属区分）

第４条  開発事業者は前条の公共公益施設について、開発面積３，０００㎡未満にあっては 「丹波篠山市まちづくり条例」第１１条第４項に定める開発行為の検査済証交付後、 開発面積３，０００㎡以上にあっては「都市計画法」に基づく工事検査済証の受領後、速やかに当該施設用地の分筆を行い、何ら権利の制限のない状態にし、当該施設用地を市に帰属するものとする。

（公共公益施設用地の無償譲渡）

第５条  開発事業者から公共公益施設用地の帰属を受けた市は、当該施設用地の嘱託登記を直ちに行うとともにその施設用地に存立する公共公益施設を明示して、施設用地を除く施設を自治会に無償譲渡し、自治会はこれを譲り受けるものとする。
（自治会の管理義務の発生）

第６条  施設の無償譲渡を受ける自治会は、本協定の協定日から施設の管理及び修繕改良並びに費用負担の義務を負い、良好な状態の維持管理に努めることとする。

　　また、管理上におけるこれらの修繕及び改良行為が土地の基盤及び周辺環境に影響を及ぼす場合、さらに用途の変更が生じた場合は、あらかじめ市と協議を行うこととする。

（協定に定めのない事項）

第７条  本協定に定めのない事項の発生の場合は、自治会と市の双方協議により調整を図るものとする。

（協定手順）

第８条  本協定の締結手順は、開発事業者が自治会に本協定内容について説明を行った上で、本協定書について開発許可申請書提出の際に開発事業者と自治会との二者の記名押印により提出し、市は第４条及び第５条に規定する嘱託登記の完了及び施設の無償譲渡時に速やかに記名押印を行い、自治会及び開発事業者に送付するものとする。

（協定）

第９条  本協定の締結の証として、本協定書を３部作成し、開発事業者、自治会及び市は各自がそれぞれ１部を保有するものとする。

      　　年　　月　　日

                       事 　業　 者 　 住所

                                       氏名  　　　　　　　　　　    　　　　印

                       自治会代表者    住所

                                       氏名     　　　　　　      　 　　　　印

                       丹波篠山市　　兵庫県丹波篠山市北新町４１番地

                                                                                                　丹波篠山市長　　　　　　　　　　　　　印  　
９６

